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卸売業界における情報の利活用の方向性 

―経済産業省研究会の調査報告書を踏まえて 

― 一般財団法人流通システム開発センター ― 

日本経済新聞社 編集局調査部次長 白鳥 和生 

 

１．はじめに 

政府は２０１６年６月２日、新たな成長戦略として「日本再興戦略２０１６」を閣議決定した。中核となる

のが「第４次産業革命」１。その成果を待たずしてスマートフォンやＡＩ（人工知能）などのテクノロジー進

化により、ビッグデータの取得と分析が可能になってきた。顧客のデータを分析してどのような情報を獲

得するのか、それをマーケティングや商品化にどう生かすのかということは、企業にとって今後ますます

重要になる。日本の小売りや卸、外食などの流通サービスの現場には様々なデータがあり、単なる分析

というより顧客（消費者や得意先）の姿や心を深読みする能力が問われる。そうした能力が持続テク成

長を左右する。 

 

２．ビッグデータ、ＩｏＴ 

ビッグデータとは従来のデータベース管理手法やデータ処理アプリケーションでは対応できないほど

の膨大で複雑なデータの集積である。流通業界では従来、ＰＯＳ（販売時点情報管理）データや出荷

データなどが存在してきたが、ビッグデータと呼ばれるようになったのは情報の収集や処理能力が加速

度的に上がったからである。産業技術総合研究所の関口智嗣情報・人間工学領域長によれば、３０年

前のコンピューターの計算速度を、カメが歩くスピードの時速０．１キロメートルとすると、いまのコンピュ

ーターは「光速」に値するという２。 

ビッグデータの高度解析によって、従来不可能だった顧客一人一人の嗜好やニーズに可能な限り

近づいたマーケティング（パーソナライゼーション）が行えるようになる。特に注目されるのがＩＤ－ＰＯＳ

である。ポイントカードなどを利用して、データを把握、分析する顧客ＩＤ付きＰＯＳであり、単に何が売れ

たかだけでなく、どういう消費者層（性別、年代だけでなく、購入頻度の大小など）に受け入れられた

か、どのような関連商品を購入しているか、販促提案の適切なターゲット客や優遇すべき顧客などが識

別できる。人口減少・高齢化とマーケットが縮小する環境下で、より深く顧客を知り、顧客満足を実現す

る手段として注目される。 

 一方、ＩｏＴは「モノのインターネット」と訳される。インターネットに接続することが前提となっているパソ

コンやスマートフォンといったデジタル媒体だけではなく、クルマや家電製品、さらには衣服や雑貨など

のあらゆるモノがインターネットとつながる３。 

 ＩｏＴとビッグデータは関連性が強く、ＩｏＴが進行することによって膨大な情報データが生み出される。

それを蓄積・分析することでモノが自律的に動いたり、ユーザーである人間とコミュニケーションを図った

りすることで、モノやサービスに新たな価値が創造されていく。 

これまでもさまざまな形で、ビジネスにインターネットが活用されている。そうした状況とＩｏＴとの違いは

ビジネスモデルそのものを変える点である。ＩｏＴは、モノ同士をインターネットとつなぐことで、企業の製

関連省庁・団体からのお知らせ 
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品やサービスの作り方を、消費者を起点にしたものに変えていく。特に注目される背景には①モノに搭

載するセンサーが安価になり精度が向上したこと②スマートフォンが普及しセンサーの情報を計測・表

示する専用端末としても機能するようになったこと③インターネット通信環境が飛躍的に向上したこと④

クラウドサービスをはじめ、集まったデータを蓄積するインフラが発達し分析スピードも高速化したことの

４つがある。 

 また、人間の脳をまねた多層構造の情報処理手法「ディープラーニング（深層学習）」が脚光を浴び、

ＡＩ研究は第３次ブームを迎えている。従来との違いは、人間が介在しなくても、ＡＩエンジンが自ら画像

データなどの特徴や概念を学習し、分類（判断）できることである。例えば自動運転車では、ディープラ

ーニングを活用してクルマが人間と同等の形状認識能力を持ち、道路状況に応じた安全な“運転”が

できるようになると期待が集まる。ＡＩの進化は、あらゆる分野で蓄積されたビッグデータの可能性を解き

放ち、クラウドコンピューティング４ の広がりも手伝って、世界中の人が、大きな設備を持たなくても「光

速」と例えられる最新技術を使える素地ができてきた５。 

 

３．経済産業省「流通・物流分野における情報の利活用に関する研究会」 

流通の現場におけるビッグデータは商品情報や購入情報、レシートといった大量のデータを蓄積・

分析して、消費者の買い物などの傾向を予測し経営戦略の構築に利用される。すでに各企業がビッグ

データを利用しているが、流通・物流分野で特に多くの情報を分析して消費の活性化や物流効率化に

役立てようとの機運が高まっている。 

こうした流れを受け、経済産業省は２０１５年１０月２日、流通・物流分野でビッグデータの活用を図る

研究会を設置した。正式名称は「流通・物流分野における情報の利活用に関する研究会」（座長は渡

辺達朗専修大学教授）。通販企業、物流企業、データ取扱企業や有識者で構成し、産業活性化や新

たな産業モデルのあり方についての課題を明らかにし、対応の方向性を５回にわたって議論。２０１６年

５月に調査報告書をとりまとめた６。 

ニュースリリース７ によると、経済産業省は現在の流通業（卸・小売り）に対する認識を「単に商品を

流通させる存在ではなく、仕入れや販売に付随して発生する大量のデータを活用し、メーカーと連携し

て新商品を開発し新たな需要を喚起したり、発注の自動化などを通じて業務の効率化を進めたりして

いる」「国内の人口減少やインバウンド需要の拡大が進む中、潜在需要を喚起することによる消費の活

性化、海外需要の取り込み、労働不足を背景にしたサプライチェーンの効率化を通じた生産性の向上

が課題となっている」としている。 

そこで調査報告書は流通・物流業のこれまでの変遷を抑えつつ、我が国における流通業（卸・小売

業）は業種別ＧＤＰの１６．０％を占め、就業者数は１０５７万人と、全産業就業者数の１６．９％で全産業

の中で最大であることを紹介。低生産性や労働集約的な産業構造、行き過ぎた競争がはらむ危険性

などの課題を指摘した。 

加えてＰＯＳデータなどを活用したメーカーとの商品開発などでの連携、消費者プロモーションによる

需要喚起などのデータの利活用が寄与する売上高は２８．１兆円に達しているとの推計を挙げ、今後の

更なる活用拡大に期待を寄せた。 

特に２０３０年を一つの目標年と位置づけ、３章を「２０３０年における流通・物流業の姿」とした。その

なかで①消費者理解の深化とサービスへの反映②企業と消費者の適切な関係構築・消費者起点の情

報流通③インバウンドの拡大・海外需要の獲得④製・配・販連携によるサプライチェーンの高度化⑤物

流分野における変革の方向性を示した。 
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４．研究会報告書の主なポイント（１）企業と消費者の適切な関係構築・消費者起点の情報流通 

 流通分野における企業が取り扱う情報は質量ともに増加している。データの活用にあったては、プラ

イバシーを保護しつつ、消費者の同意を得ることが必要であり、消費者の積極的な参画も必要となる。

一方で、スマートフォンの普及で消費者自らがクラウドサービスを活用して購買履歴を管理・活用する

時代にもなってきた。家計簿アプリや資産管理アプリはその代表である。 

 研究会では、消費者に情報を渡しても、その膨大な量ゆえに、管理や活用が進まないという懸念の声

もあった。その対応策として消費者が自己に関連する情報をあたかも銀行にお金を預けるように信託機

関に預け、その機関が適切に管理・活用されることで消費者にメリットを還元する仕組みも紹介された。 

 このほか研究会では報告書とともに、買い物の情報を電子データとして蓄積できる「電子レシート」８の

標準規格を公表した。 

 

５．研究会報告書の主なポイント（２）製・配・販連携によるサプライチェーンの高度化 

 サプライチェーンの効率化の前提の一つは情報が分断されていないことである。情報分断がムリ・ム

ラ・ムダを発生させている。２０３０年には日本の労働人口は減少しており、企業は一層の合理化が迫ら

れる。同時に一部で“過剰”とも指摘されるサービスからの意識改革が求められるだろう。販売・在庫・需

要予測などのデータを共有し、生産から配送・在庫・販売まで社会負担が最小化されるような取り組み

の進展が期待される。 

 具体的なツールとしてＲＦＩＤ（無線自動識別）９の活用が挙げられる。現在、消費財分野での活用は

アパレルや家電などの一部にとどまっているが、２０３０年には接客やレジ清算などでの生産性向上や

物流の効率化など、幅広い分野に広がることが予想される。そのためにはＩＣタグのコストを下げて行く

ことはもちろん、それぞれの主体が統一されたフォーマットに沿って情報を管理する基盤が構築される

べきである。 
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 研究会の議論では、ＲＦＩＤの活用例としてレジでの一括清算、店頭や冷蔵庫内の食品の賞味期限

管理、荷物のトラッキングなどが取り上げられたほか、サプライチェーン上のトレーサビリティー向上によ

る品質確保や物流の高度化にも期待が寄せられた。 

 １９８０年代、ＪＡＮコードの普及をコンビエンスストアが後押ししたように、卸や小売りが主体となってＲ

ＦＩＤの普及をリードすべきであろう。 

 

６．研究会報告書の主なポイント（３）政府等が取り組むべきアクションプラン 

２０３０ 年の流通・物流業の姿を踏まえ、今後政府や企業等が対応すべき課題とアクションプランを

整理した（図）。流通・物流業に直接的に関係し、喫緊に取り組むべき課題について、「需要面に関す

る取組」と「供給面に関する取組」に分け、２０１６年度と２０１７年度の工程表を示した。前者については

「消費者の満足度・利便性の向上／洗剤需要の喚起」と「外国人需要の獲得」を、後者については「生

産性向上／ムダ削減」を課題として挙げた。 

その上で、「企業の連携による合理化が進まない」「データ利活用に関する企業・消費者間のミスコミ

ュニケーション」「新たなサービスに対応できない法律・制度」といった問題点を強調。政府として「製・

配・販連携協議会」の後押し、ＲＦＩＤの普及・促進向けたガイドライン策定、デジタルレシートのＪＩＳ化や

ＩＳＯ提案などに取り組んでいく方針を示した。 

 

 

 

７．“流通インテリジェンス”としての卸売業に向けて 

今後の卸売業は、仕入れや物流の知識（ナレッジ）とクリエイティブの知性（インテリジェンス）との融

合を目指すべきである。これから世に出るべき新しい流通を創造していく“気概”が求められる。 

 かつて政府内で卸売業の変革の方向性が打ち出されたことがあった。１９８５年、当時の通産省が発

表した「情報武装型卸売業ビジョン」である１０。その内容は「卸売業は今後、単にモノを販売するだけで

はなく、オンラインネットワークを駆使して情報を収集、蓄積、それを“売れ筋情報”などのような形で販

売する『情報武装型卸売業』に転身する必要がある。また情報武装する際には、同業種、異業種間、
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系列グループなどさまざまな形での共同化を進めることが重要で、特に品ぞろえを拡充するためには

異業種間の共同化がポイントになる」というものだった。 

情報武装化の方向性は明確であり、その後の技術進歩、ＩＴコストが格段に下がったことで今日の機

能体系を確立していった。加工食品業界におけるファイネットやジャパンインフォレックスなど「業界標

準化」へインフラ整備を進めたことも、卸売業が生き残るための大きな原動力になった。 

 今回の経済産業省の研究会では残念ながら卸売業に対する目配りがほとんどなかった。しかし、方

向としては急速に進むＩｏＴへの対応であることは間違いない。そのためには進化したセンサー技術やＡ

Ｉ、ロボット、自動運転技術などの積極活用が必要である。 

例えば食品卸最大手の三菱食品は２０１６年度から稼働する新基幹システム「ミライ」を軸に卸売機

能を強化。オープンプラットフォームで外部との連携を可能にし、販売予測やＡＩを使った需給調整や

ビッグデータの解析によるマーケティングの高度化を見込む。 

また、ＮＥＣはＡＩを使って気候やほかの商品の売れ行きなどのビッグデータを分析し、商品の価格戦

略を毎日自動的に練り出すソフトを開発している。売上を最大化する価格を算出できるソフトであり、

“流通インテリジェンス”を目指す卸売業にとって、こうしたツールの活用は必須になるだろう。 

 流通の世界では「Ａｎｙｔｉｍｅ，Ａｎｙｗｈｅｒｅ，Ａｎｙｈｏｗ（いつでも、どこでも、いかようにも）」というオムニ

チャネル化１１も進む。オムニチャネル戦略は顧客中心主義であり、店舗、オンライン、モバイル（携帯、

タブレット）、店内キオスクなど、全ての販売チャネルでも顧客が継ぎ目なくスムーズに同じ条件で買物

経験ができることが目標となる。顧客サービス、マーチャンダイジング（ＭＤ）、マーケティングの全領域

に関係し、全チャネルのシステム統合によって在庫がどの販売チャネルや物流センターにあっても販売

可能となり、①欠品による売り逃がしの削減②顧客に最も近い距離にある在庫を出荷することで輸送コ

スト削減と配送時間の短縮③商品回転率の向上を達成すること――ができる。一方で顧客がどのチャ

ネルで購入してもその購買行動を追跡でき、精度の高いマーケティングの展開が可能となる。 

 オムニチャル対応は物流の再構築を求める。複雑なフルフィルメント（受注・物流・決済・返品）プロセ

スをコントロールするＤＯＭ（ディストリビューテッド・オーダー・マネジメント）がカギを握る。ＳＫＵの増

加、販売チャネルの増加、アウトソーシングパートナーの拡大など、フルフィルメントは複雑かつ困難に

なっているからだ。もちろんサプライチェーン全体でのＲＦＩＤの本格導入に向けた準備も喫緊の課題で

ある。 

加えて、金融業務にＩＴを取り入れて新しいサービスをつくり出すフィンテック（ＦｉｎＴｅｃｈ）にも注目す

べきである。かつて卸の三大機能といえば「商流」「物流」「金流」であったが、いつの間にか金流（金

融）の機能は低下していった。金融機関やノンバンク、金融ベンチャーの領域として無視するのではな

く決済や融資、資産管理などに目を向け新たなフィービジネス創出の芽が卸売業の中から出ても良い

のではないだろうか。 

ただ、人材面の課題は大きい。コンピューターの情報処理速度は飛躍的に向上したが、それを使う

人の感覚は３０年前とあまり変わらない。今後、統計学やデータの分析を専門とする「データサイエンテ

ィスト」を増やす必要がある。社内の人材育成はもちろんスカウトの余地もある。ビジネスモデルの概念

が大きく転換する可能性がある今、企業も小手先の変化ではなく、現状を根底から変えるほどの覚悟で

挑戦しなければ、これからの流れにフィットするのは難しい。 

 

８．おわりに 

 スマートフォン、スマートカー、スマートサーモスタット、スマートシティ等々、さまざまなモノが高度・多
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機能化している。これらスマートな製品たちが新たな消費を促し、近未来的生活を現実のものとしつつ

ある。 

今後、オムニチャネル時代に即応して、さまざまな顧客接点で発生する売上げや取り置きなどの指

示、販売後の配送や移動をリアルタイムに集約・管理する精緻な仕組みが必要になる。 

それには多様なサービスや販売チャネルを顧客に提供するメーカー、卸、小売りそれぞれが主体性

を持ちながら、システム会社や物流会社と協力して設計していかなければならない。従来行われてきた

入出荷予定に合わせた人員やスペースの確保ではなく、サプライチェーン全体から予測される入出荷

情報や、ウェザーＭＤなども共有化した仕組みづくりに踏み込むことを意味する。 

 販売手法が高度化し、チャネルが拡散すればするほど、より効率的でロスの少ない、商流・物流を全

体的に見渡せる仕組み、いわばサプライチェーンから顧客までの「エコシステム」の調整役として卸売

業が果たす役割は大きいはずである。 
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１ ドイツで始まった「インダストリー4.0」は、IoT が将来、社会に浸透するという前提のもと、中長期的に産業を振興す

るため、ドイツ政府が 2013 年に立ち上げたプロジェクトである。同様のプロジェクトとして、米国でもゼネラル・エレク

トリック（GE）などを中心に複数の企業が「インダストリアル・インターネット・コンソーシアム（IIC）」を立ち上げた。

これからの IoT による産業の変革について、ドイツは「第 4 次産業革命」、米国は「第 3 の波」と表現しており、両者は別

物のように捉えられがちだが、本質的に目指す方向性は同じである。現在は米国の IIC にドイツ企業も参加している。 
２ 尾木蔵人「特集：人工知能の破壊と創造 Q&A でわかる！ AI と IoT の基礎」『週刊エコノミスト』2016 年 5 月 17 日号、

pp24-25 
３ 例えばメガネ。搭載するセンサーで自分の心や健康の状態をチェックしたり、居眠り運転を防いだりできるようになる。

JINS ブランドで知られるジェイアイエヌは 2015 年 11 月にセンサー搭載のメガネ「JINS MEME（ジンズ・ミーム）」を発

売した。装着者の眼球の周りで微かに変化する電位を検出し、スマートフォン専用のアプリケーションがデータを解析する。

また、LIXIL が 2015 年 12 月から約 10 億円を投じて取り組んでいる「LIXIL IoT House プロジェクト」では、トイレに

搭載したセンサーで排せつ物を検知し、ユーザーの健康状態の可視化に役立てる機能などを実装するという。 
４ 従来は手元のコンピューターで管理していたデータやソフトウエアなどを、インターネットによりネットワークを通じて

提供されるサービスを利用する方法。 
５ 急速に IoT の活用が始まったのは、センサーや情報の処理など、ＩＴ関連の技術が飛躍的に向上していることがある。調

査会社の IDC Japan が、2015 年 2 月に出したリポート「国内 IoT 市場 2014 年の推定と 2015 年～2019 年の予測」によれ

ば、2014 年の国内市場規模は 9 兆 3645 億円だったと推計。ここから年率 10％程度の成長が続き、2019 年までに 16 兆 4221

億円まで伸びると予測した。 
６ 経済産業省商務流通保安グループ（2016）『流通・物流分野における情報の利活用等に関する研究会調査報告書』 
７ 2016 年 5 月 2 日 

http://www.meti.go.jp/press/2016/05/20160502004/20160502004.html 
８ 電子レシートは国内でも富士通や東芝の子会社が一部で実用化している。消費者は集めたデータを家計簿ソフトなどと連

動させて、家計を簡単に管理できる。企業側も膨大なデータとして蓄積すれば、消費動向の分析や物流の効率化に役立つ。

企業連合が電子レシートの標準化に向けた作業を進めているため、経産省はこれに協調することにした。 
９ IC と小型アンテナが 組み込まれたタグやカード状の媒体から、電波を介して情報を読み取る非接触型の自動認識技術。

バーコードに比べデータの書き換えができるほか、個品レベルでの ID 管理が実現できるものとして期待されています。ま

た、無線を利用しているため読み取りが柔軟で、同時に複数 ID を一括して読み取ることも可能である。 
１０ 通商産業省産業政策局商政課（1985）『情報武装型卸売業ビジョン―情報ネットワーク社会における卸売業のあり方』 
１１ オムニチャネル(omnichannel)とは、ラテン語を語源とした「すべて」を意味するオムニ(omni)とチャネル(channel)を

合わせた造語である。ここでのチャネルとは「流通経路」、つまり製品と顧客の間にあるギャップを埋めるためのフロー（企

業から顧客へサービスや製品を届ける物理的な経路）ではなく、顧客が企業（企業が市場に提示した広告や製品やサービス

など何らかのモノ・コトすべて）へコンタクトするルート・道筋・接点を指す。つまりオムニチャネルとは、顧客との接点

になっているすべてのチャネルが関連を持って有機的に融合することである。2011 年の全米小売業協会（NRA）Mobile Retail 

INITIATIVE による報告書“Mobile Retailing Blueprint v2.0.0”がオムニチャネルという言葉を定着させた。 
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製・配・販連携協議会２０１５年度成果報告 

－ 品削減、配送最適化の手引書と多言語対応実証の検討 － 
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防災の日 缶詰、びん詰、 

レトルト食品フェスティバル２０１６ in 秋葉原 

― 日本缶詰びん詰レトルト食品協会 ― 

 日本缶詰びん詰レトルト食品協会は、「防災の日」直前の日曜日である８月２８日に「防災の日  缶

詰、びん詰、レトルト食品フェスティバル２０１６ ｉｎ 秋葉原」をベルサール秋葉原１Ｆホールにて開催し

た。「防災」をテーマに冠した催事は今回で７年連続の開催となるが、会場を秋葉原に移してからは５回

目となった。 

本催事の趣旨は、缶詰、びん詰、レトルト食品の特性である即食・個食性、汎用性などの訴求を通じ

て日常食としての利用機会創出を図ること、また、缶詰、びん詰、レトルト食品が保存性に優れ、非常食

としても役立つことから、常備の必要性についても啓発することとした。本催事の特徴は、全国的に防

災意識の高まる「防災の日」を契機に開催することに意義を持たせており、このことから、来場者には催

事を通じて非常食としての、また日常食としての多くの缶詰、びん詰、レトルト食品に関する情報に触れ

ていただけるものとした。近年のわが国では、東日本大震災以降も豪雨や台風による災害、本年４月に

は熊本地震の発生もあり、消費者の災害に対する意識が高まりを見せる中で、缶詰食品の活用に対す

る一層の啓発機会となった。 

また、催事の構成としては、本会の企画した缶詰、びん詰、レトルト食品啓発プログラムの他、例年の

通り神田消防署の協力を得、同署の「防災・救急フェア」との共催を行うことで「防災の日」の催事である

ことをより実感できるようにした。 

当日は、台風１０号の影響が心配されたが、降雨もなく涼しさも感じられる天候の中での開催であっ

た。来場者は高齢者層、若者層、ファミリー層と幅広い層が、およそ１２，０００名余り参集し盛況であっ

た。 

 

 

後援、協賛等について 

 本催事は、以下の通り、官庁の後援、食品メーカー等の協賛・協力を受け開催した。 

込み合う場内の様子 
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後援：農林水産省、消防庁、東京都 

協力：日本製缶協会、学校法人服部学園服部栄養専門学校、東京料理研究会、アサヒビール株式会

社、アサヒ飲料株式会社、神田消防署、神田消防団、アイランド株式会社、株式会社アンプラー

ジュインターナショナル 

協賛：味の素株式会社、いなば食品株式会社、ＳＳＫセールス株式会社、エスビー食品株式会社、エ

ム・シーシー食品株式会社、大塚食品株式会社、カゴメ株式会社、川商フーズ株式会社、キユ

ーピー株式会社、株式会社極洋、コープ食品株式会社、コーミ株式会社、国分グループ本社

株式会社、株式会社サンヨー堂、ストー缶詰株式会社、天狗缶詰株式会社、トーヨーフーズ株

式会社、株式会社ニチレイフーズ、日興食品株式会社、日東アリマン株式会社、日東ベスト株

式会社、日本水産株式会社、はごろもフーズ株式会社、ハウス食品グループ本社株式会社、株

式会社宝幸、株式会社ホテイフーズコーポレーション、マルハニチロ株式会社、三菱食品株式

会社、ヤマモリ株式会社（２９社・５０音順） 

また、上記協賛企業の他、岩手缶詰株式会社、エバラ食品工業株式会社、寿高原食品株式会社、

長野興農株式会社、大和製罐株式会社からも商品の提供を受けた。 

 

催事内容について 

 今回の催事で実施した内容は以下の通り。 

＜ステージイベント＞ 

◆簡単だけど、ちょっと豪華に！缶詰・びん詰・レトルト食品を使った週末の食卓レシピコンテストグラン

プリ決定戦 

◆缶詰博士黒川勇人の「忙中カンあり」ステージ 

◆知ってて良かった！缶詰博士 黒川勇人の缶詰、びん詰、レトルト食品 キになるゼミナール（企業

ステージコーナー） 

＜フィールドイベント＞ 

◆「プロがアレンジ」缶詰、びん詰、レトルト食品チャリティカフェコーナー 

◆缶詰博士黒川勇人の「忙中カンあり」展示コーナー 

◆オリジナル缶 ファクトリーコーナー（運営 日本製缶協会） 

◆お子さま限定！開缶体験コーナー（運営 日本製缶協会） 

◆レトルト食品クイズ・展示コーナー（運営 本会レトルト食品部会） 

◆防災・救急フェアコーナー（運営 神田消防署・神田消防団） 

 

以下、各コーナーを解説する。 

 

＜ステージコーナー＞ 

レシピコンテストグランプリ決定戦 

 事前に料理サイト「レシピブログ」を使って実施した、「簡単だけど、ちょっと豪華に！缶詰・びん詰・レ

トルト食品を使った週末のレシピコンテスト」のグランプリ決定戦として開催した。Ｗｅｂ上での同コンテス

トは、缶詰、びん詰、レトルト食品の特性である「簡単、スピード」を基本コンセプトとしている。缶詰、び

ん詰、レトルト食品を日常、災害時を問わず活用いただくことはもちろんであるが、今回はもう一歩踏み

込んで「ちょっと豪華」なレシピの提案を求めて、６月１６日から７月１５日まで開催した。この結果、計２２
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１の缶詰、びん詰、レトルト食品を使った「簡単だけど、ちょっと豪華な」レシピが集まり、事前審査を通

過した優秀レシピ４品（和食、洋食、中華風、創作の各部門から１品ずつ）が催事会場にてグランプリを

競った。当日は例年通りレシピ発案者本人による調理実演を行い、来場者の試食・投票（審査）により

グランプリを決定するものとした。 

調理実演は、東京料理研究会主宰・中山篤先生と司会者の進行で、ステージにレシピ考案者がそ

れぞれ登壇し、トーク形式で調理デモンストレーション行った。審査用の試食品は各５００食を審査を希

望した来場者に配布した。 

審査は、「缶詰、びん詰、レトルト食品がおいしく工夫して使われている」、「レシピに食卓を楽しく盛り

上げる一工夫（豪華さ）がある」、「調理工程が少なく、時間をかけず簡単に作れる」といった点を重視、

投票方法は、来場者に配布された割りばしを「票」とし、一人当たり持ち点２票として気に入ったレシピ

に投じていただいた（１本ずつ異なるレシピへの投票も可）。 

 当日、披露された４レシピは以下の通り。 

① 和食部門「やきとり＆いか缶で和風パエリア」ゆうかさん 

簡単・豪華！缶詰でつくったとは思えない仕上がりです。他の缶詰でも応用できそうです。 

② 洋食部門「コンビーフと茄子のトマトカレー」あいこさん 

コンビーフの斬新な使い方ですね。トマト缶とのコンビネーションで簡単＆省エネです！ 

③ 中華部門「ピリッと辛い麻婆なお味の鶏のから揚げ」ｙｕｋｏさん 

麻婆豆腐の素を調理の下味つけに使うという発想はありませんでした。びっくりです！ 

④ 創作料理部門「レンジで簡単♪サバ味噌煮缶 ｄｅ テリーヌ」ＴＯＭＯ（柴犬プリン）さん 

総菜の定番「さば味噌煮」がテリーヌになるとは驚き！前菜、おつまみに重宝しそうです。 

 

投票の結果、「ピリッと辛い麻婆なお味の鶏のから揚げ」がグランプリに輝いた。 

後日、レシピ考案者は各自の料理ブログにて、当日の様子について感想をおりまぜながらレポートを

発信していた。 

 

缶詰博士黒川勇人の「忙中カンあり」ステージ 

 缶詰博士・黒川勇人氏＊による「こだわり缶詰紹介コーナー」として今回新たに設定した。都心の量

販店等ではあまり見られないいわゆる「ご当地缶詰」は、珍しさもあることから一般の消費者はじめマスメ

ディアに対しても関心を高める契機として話題作りに効果的な側面を持っている。今回はこれを趣旨と

して、黒川氏の全面的な協力のもと、自身がこれまで取材を行った中から１０点を取り上げていただき、

スライド投影や実物をもとに話題提供いただいた。同企画の実施に際しては、このうちの数社（本会非

会員含む）から協力を受け、ステージの観覧者に対して試食提供やサンプルの配布を行った。 

 また、場内に同名のコーナーを設置し、ステージで紹介した缶詰を展示したほか、黒川氏執筆の缶

詰料理本の販売も行った。 

 

「知ってて良かった！缶詰博士 黒川勇人の缶詰、びん詰、レトルト食品 キになるゼミナール」および

協賛企業商品クイズ 

協賛企業が、自社商品の紹介等を通じて直接来場者に対してＰＲすることを趣旨としたステージイベ

ントを実施した。司会進行役は缶詰博士・黒川勇人氏が行い、複数の企業担当者とコミュニケーション

をとりながら商品の情報を引き出し来場者へ伝えていく形式で実施した。ステージ横には大型のスクリ
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ーンを配置し、参加各社が一定のフォーマットに従って作成したスライドを投影して順次プレゼンテー

ションを行う形式とした。 

参加企業は以下の６社（以下、３社ずつ２編成の組み合わせ）。 

・株式会社ホテイフーズコーポレーション、国分グループ本社株式会社、マルハニチロ株式会社 

・トーヨーフーズ株式会社、ハウス食品グループ本社株式会社、株式会社宝幸 

内容は、コーナータイトルのとおり各社の新商品の「知ってて良かった！」点の紹介とし、原料選定や

開発コンセプト、商品に関する雑学などを交えながら進行した。スクリーン前の観覧席には多くの来場

者が詰めかけ興味深く聴講していた。 

１社あたり２回の登壇機会を設け、都合４回で構成したが、各回終了後は各社がＰＲした商品に関す

るクイズを来場者に出題し、正解者には同商品を配布した。ステージコーナー、クイズコーナーとも盛況

であった。 

＊黒川勇人／缶詰博士・タレント 昭和４１年福島県生まれ＝‘缶詰博士’として、様々なメディア出演や執筆活動で活躍中。日々

世界の缶詰を食している世界一の缶詰通。平成１６年から「缶詰ｂｌｏｇ」を執筆。朝日新聞土曜版ｂｅ連載「忙中カンあり」で缶詰

の魅力を紹介し話題となる。著書に、「安い！早い！だけどとてつもなく旨い缶たん料理１００」（講談社）、「缶詰博士が選ぶ！

『レジェンド缶詰』究極の逸品３６」「日本全国『ローカル缶詰』驚きの逸品３６」（共に講談社＋α新書）等多数。 

 

「プロがアレンジ」缶詰、びん詰、レトルト食品チャリティカフェコーナー 

来場者に対し、協賛企業の多くの缶詰、びん詰、レトルト食品を手に取っていただくことで、一層の親

しみを感じてもらうことを目的に設置したコーナー。また、東日本大震災義援金を募る「チャリティ」につ

いても引き続き実施し、来場者へ募金を呼びかけた。 

同コーナーでは協力・協賛各社の各種缶入りドリンク（ビールテイスト飲料、ソフトドリンク等）と、缶

詰、びん詰、レトルト食品とこれに加えて、東京料理研究会主宰・中山篤先生に考案・作成いただいた

缶詰、びん詰、レトルト食品を使ったメニュー７品から１品を選択してもらった。これらの試食品と飲料

は、計１，４００セット余りを用意したが、開始直後から途切れることのない行列ができ、好評のうち全量を

配布した。 

なお、同コーナーに寄せられた寄付金の総額は２５１，３８２円にのぼり、後日本会から「みちのく未来

基金＊」へ納付を行った。 

＊「公益財団法人みちのく未来基金」－東日本大震災により両親もしくは片親を亡くした子供たちが夢を持ち続けながら成長して

いくサポートを中・長期的に行っていく事で、東北の地の復興を支援する。その中でも、サポートの少ない「大学及び専門教育へ

の進学」に焦点を当て、東北の地、ひいては日本の復興を支えていく人材を育成する事に寄与する。 

カゴメ株式会社、カルビー株式会社、ロート製薬株式会社が発起人となり２０１１年１０月２１日に設立した。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

クイズコーナーに参加する来場者 チャリティカフェコーナーの様子 
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その他のプログラム 

・オリジナル缶ファクトリーコーナー 

 日本製缶協会が運営を行ったコーナー。来場者が持ち寄ったさまざまなグッズを缶に詰めることがで

きるコーナーとして、会場に巻締め機を設置して実施した。作った缶詰にシールを貼るなどデコレーショ

ンを楽しむことができ、３００名以上がオリジナル缶詰づくりを楽しんだ。特に今回は大切な人や未来の

自分へ宛てた手紙を保存するタイムカプセルを主なテーマとし、多くの親子などが楽しむ様子が見られ

た。 

 

・お子様限定！開缶体験コーナー 

正しいイージーオープン缶の開け方について、お子様に体験していただくコーナーとして「オリジナ

ル缶ファクトリー」併設し、係員の立ち合いのもと開缶方法を案内した。参加したお子様には協賛企業

の商品をプレゼントした。こちらについても日本製缶協会が運営を担当した。 

・レトルト食品クイズ・展示コーナー 

本会のレトルト食品部会運営によるコーナーを新規に設置した。ここでは、部会員が提供したレトル

ト食品数十種類の展示を行った他、レトルト食品に関する知識をまとめた大型のパネル展示を行っ

た。今回は同部会による積極的な働きかけがあり、チャリティーカフェコーナーではレトルト食品を活

用した試食メニューの割合を高めた他、同コーナーでレトルト食品に関するクイズ用紙の配布を行い

回答者にサンプリングを行った。 

・防災・救急フェアコーナー 

今回についても神田消防署・神田消防団の協力により、「防災・救急フェア」と共催した。応急手当

体験、消火器体験、起震車による地震体験など多くの体験コーナーがあり、来場者は楽しみながらそ

れらを体験・実感していた。 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

テレビなどでの本イベントの報道 

本会では、本催事の告知を促すよう、事前に各メディアに対してプレスリリースを配信しＰＲを行った。

これに伴い、一般紙、Ｗｅｂ等で催事の告知が行われた他、催事後についても新聞、ラジオ、テレビ等

でその内容が報道された。 

また、来場者が、催事会場からリアルタイムでｔｗｉｔｔｅｒやブログなどへ催事についての情報発信を行

ったケースも多く見られた。開催情報を報道した主なテレビ・ラジオは以下の通り。 

 

オリジナル缶ファクトリーコーナーの様子 レトルト食品クイズに回答する来場者 
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【当日および開催後】 

 番 組 名 局 名 放送日 

1 桑原りさのＤａｙ ｂｙ Ｄａｙ JFN（FM放送） 2016.8.24 

2 首都圏ニュース NHK 2016.8.28 

3 ＡＮＮニュース テレビ朝日 2016.8.28 

4 ＴＯＫＹＯ ＭＸ ＮＥＷＳ TOKYO MX 2016.8.28 

5 ひるまえほっと NHK 2016.9.1 

6 Ｎスタ TBSテレビ 2016.9.1 

7 Ａｂｅｍａ Ｐｒｉｍｅ（インターネットテレビ） テレビ朝日  

8 すっぴん！ NHK ラジオ第 1 2016.9.20 

 

 

 

 

 

 

 

 

新型インフルエンザ等対策特別措置法に基づく 

特定接種の登録について 
 

暫くの間 システムの不具合等により登録申請が延期されておりましたが、文書課災害総合対策室

を通じ厚生労働省より、以下の通り申請の受付を再開する旨、連絡をいただきましたのでお知らせいた

します。 

 

 

 

◆関係団体・事業者の申請可能期間 

 

平成２８年１０月１４日～平成２９年１月５日 
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新型インフルエンザの特定接種（国民生活・国民経済安定分野）の 

登録申請Ｑ＆Ａ 
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